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命の水を守る 
 

大規模災害に備えた 
名古屋市上下水道局の取り組み 

名古屋市上下水道局 

企画経理部主幹（防災・危機管理） 西川 幸雄 

水道の基盤強化のための地域懇談会（第６回） 

平成３１年２月４日 



2 

本日の内容 

■ 過去の大規模地震 

 

■ これまでの地震対策 

 

■ 新たな視点での地震対策 

 

■ いざという時に備えて 

 

■ さいごに 
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過去の大規模地震 
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阪神・淡路大震災 

発生日時   ：平成７年１月１７日 ５時４６分  
場所・深さ  ：兵庫県淡路島北部  深さ１６㎞  
マグニチュード：７．３ 
最大震度   ：震度７ 神戸市や淡路島の一部地域 
        （観測史上初） 

○神戸市における上水道の主な被害 
・断水戸数    ：６５０，０００戸（全戸断水） 
・配水管の被害件数：  １，７５７件 
・給水管の修繕件数： ８９，５８４件 

（出典） 阪神・淡路大震災水道復旧の記録 神戸市水道局      平成 ８年２月  
     阪神・淡路大震災と水道     ㈶水道技術研究センター 平成 ９年３月 
     阪神・淡路大震災の概要及び復興 神戸市         平成２３年１月 
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阪神・淡路大震災 

神戸市における 
応急給水の状況 

（出典） 阪神・淡路大震災 水道応援記録集 
     名古屋市水道局  平成 ７年５月  
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 発生日時    ：平成２３年３月１１日 １４時４６分 

 場所･深さ     ：三陸沖 

         深さ約２４km 

 マグニチュード：９．０（国内観測史上最大） 

 最大震度    ：震度７ 宮城県栗原市 
          

地震の概要 東日本大震災 

○仙台市における上水道の主な被害 
・断水戸数    ：約２３０，０００戸（断水率約５０％） 
・配水管の被害総数：     ４３７件 
・給水管の被害総数：     ５２２件 

（出典） 東日本大震災 仙台市水道復旧の記録      仙台市水道局  平成２４年６月  
     東日本大震災 水道施設被害状況調査最終報告書 水道産業新聞社 平成２６年３月 
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地震の概要 東日本大震災 

仙台市における 
応急給水の状況 
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東日本大震災 

継手の抜出しによる漏水 
（ＳＰφ２４００送水管） 



9 宮城県内各市町からのタンク車要請に応えるのに苦心した 

給水タンク車の割当表 

東日本大震災 
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毎朝・毎夕オープンな場で会議 

マグネット式ホワイトボードに現
在の情報を書き込む 

各都市の応援隊は傍聴 

進捗状況の雰囲気がつかめる 

復旧が進み書面でも情報配布 

東日本大震災 
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地震の概要 東日本大震災 

応援活動の体系 

（出典） 東日本大震災 応援活動記録  名古屋市上下水道局 平成２４年２月  
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過去の大規模地震 

災害時には、混乱する状況であっても、
他都市等からの応援を受けることで、速
やかな機能回復につなげてきた。 

 

過去の災害時の経験を防災施策に反映
してきた。 
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これまでの地震対策 
 

東海地震～東日本大震災 
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名古屋市水道の概要 

配水場・増圧ポンプ所

【木曽川】 【犬山取水場】 

【朝日取水場】 

【鍋屋上野浄水場】 

【春日井浄水場】 

【大治浄水場】 
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配水場・増圧ポンプ所 

給水区域 

  名古屋市（１６行政区） 

  大治町（全域） 

  あま市（一部） 

  清須市（一部） 

  北名古屋市（一部） 

給水人口 

  2,445,920人（平成２９年度末）   

給水能力 

  1,424,000m3/日（３浄水場） 

給水開始 

  大正３（１９１４）年 

名古屋市水道の概要 
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ハード対策 

持続可能で災害に 

強い施設整備 

ソフト対策 

ハード・ソフト両面から対策を推進 

・施設・管路の耐震化 
 
・バックアップ機能の確保 

災害対応力の強化 

・「自助」「共助」の支援 
 
・他都市や民間企業等との 
 連携強化 

地震対策の考え方 
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【鍋屋上野浄水場 緩速ろ過池の更新】 

【東山配水場 ３号配水池の更新】 

【犬山系導水路A管の更新】 

地震に備えて－施設の耐震化・バックアップ機能の確保 

 浄水場非常用発電設備 

  配水量に対する能力確保、 

  ７２時間運転可能 

【大治浄水場非常用発電設備の更新】 
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耐震継手（ＮＳ形） 

 管径１５０mm 

  （災害事例）道路崩壊による耐震継手管の挙動 

継手漏水被害なし 

道路崩落 

配水管（耐震管の採用） 

伸縮 

離脱防止 

地震に備えて－配水管の耐震化 

  配水管延長 ：８，３８７．９ｋｍ 
  耐震化率  ：    ５８％ 

（平成２９年度末） 
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地震に備えて－ルートの耐震化 

【地下式給水栓】 

【応急給水施設】 

全給水区域内における「面的な耐震化」を進める一方で「ルートの耐震化」を推進 

※平成２８年度からは指定避難所へ至る管路の耐震化を実施 
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■ 拠点給水 

 震度６弱以上で全ての応急給水施設を開設（２０８箇所※） 

 地域住民が市立小中学校の地下式給水栓を開設（３７７箇所※） 

【給水タンク車】 

【地下式給水栓】 【応急給水施設】 

応急給水の考え方 

■ 運搬給水 

 重要医療施設（災害医療活動拠点病院、透析医療機関等） 

 社会福祉施設（高齢者福祉施設等） 

 指定避難所等 の順で優先的に運搬給水 

※ 平成２９年度末現在 
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拠点給水－応急給水施設 

 お客さまが自宅から概ね１ｋｍの範囲内で
応急給水が受けられる施設 

  （昭和５２年度～） 

 

 

 広域避難場所や指定避難所、都市公園な
どに２０８箇所整備 

 

 

 局公式ＷＥＢサイト内 

  「災害時に役立つ施設の検索」にて最寄の   

  施設が検索可能 

  （開設後現地から表示切替可能） 
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【操作道具（小・中学校等の建物内に保管）】 

拠点給水－地下式給水栓 

 市立小・中学校等 
  に設置（平成１５年度～） 

 

 地域の方が自ら操作 
  （共助の視点） 

 
 地下式給水栓 
  アドバイザー制度 
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運搬給水 
 加圧式給水タンク車 ８台 
  （４㎥車、２㎥車、各４台） 

 

 給水タンク（車載式） 
 

 給水タンク車用給水栓 
 

 応急給水槽（組立式）  
（平成２９年度から配備） 
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【外観】 

【倉庫内】 

応急活動－災害用機材倉庫 

 主な資機材 

応急給水用資機材 

給水タンク、仮設給水栓、 

応急給水槽、ポリタンク（５ℓ・１０ℓ）、 

布ホース、ビニルホース等 

配水調整器具 バルブキー、開栓器等 

保安具・安全具 
セフティーコーン、ヘルメット、 

手袋、救急箱等 

掘削用具 
つるはし、スコップ、発電機、 

投光器、工具類セット等 

図面 配管図、応急給水施設管理図 

その他 
 

携行缶、筆記用具、 

携帯用ラジオ、拡声器等 

■ 応急活動に必要な機材などを分散保管（２５箇所） 

※ 給水袋（６ℓ）：平成３０年度から順次購入 
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西部方面 南部方面 

北部方面 東部方面 

東西南北の各方面に配置 

【水里応急給水センター】 

【比良西応急給水センター】 

【中川西応急給水センター】 

【平和公園応急給水センター】 

応急活動－応急給水センター 

■ 耐震性貯水施設、災害用機材倉庫、災害用常設給水栓などを 

1箇所にまとめて整備した施設（応急給水活動の拠点基地） 
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平成９年度から、上下水道
事業に携わった知識と経験
の活用 

 市内在住者だけでなく、市外在住
者も（平成２８年度退職者から） 

 局在籍経験のある局外退職者も
（平成２９年度退職者から） 

地震時 
 被害状況報告 
 応急給水補助 

風水害 
 浸水状況報告 

平常時 
 訓練やイベント参加 

年一回講習会実施 
１６６人（平成２９年度末） 

退職者による応援 －退職者協力制度 

【講習会】 
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大都市全体及び都市間での災害協力 
   ・京都市、横浜市、新潟市はじめ１９大都市 
   ・合同防災訓練、技術交流会を開催 
中部地方支部での災害協力（日本水道協会） 

【技術交流会】 

協定等による応援 －他都市等 

【応援本部運営訓練】 
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物件供給 
配水用水 

給水用品 

砂、砕石、セメント 

木材、合材等 

工業用薬品類 

燃料 

輸送 
 

応急対策 
応急給水 

応急復旧 

 

各社・団体と締結（６団体１６８社（平成２９年度末：上下水道局として）） 

協定等による応援 － 民間企業等 
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枠組みの面 
連絡・応援要請の手順の明確化 

体制の整備 

 

 
 

実務の面 
定期的な情報交換 

 

訓練の実施 

 

発災時の連携と改善 

日本水道協会を軸にした取り組み 

公益社団法人日本水道協会中部地方支部 

災害時相互応援に関する協定 （平成１５年７月締結） 

                       （平成２９年１０月改定） 

防災連絡協議会  

中部地方支部合同防災訓練 

大規模災害への応援活動やその結果を踏まえた改善 

（地方支部長と９県支部長各都市の防災担当） 
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日本水道協会中部地方支部災害時相互応援に関
する協定 （平成１５年７月締結） 

 

 要請方法 

 支部長機能の代理 

 応援内容 

 応急給水・応急復旧・資器材の提供 

 非常用発電設備等の運転に必要な燃料の提供など 

 中部地方支部防災連絡協議会の設置 

 防災物資等の備蓄及び整備状況 

 派遣職員、図面、マニュアル等の交換 

 実施要領 

 震度階に基づく応援体制の準備、応援の基本編成、 

   費用負担の考え方   など 

日本水道協会を軸にした取り組み 
－体制の整備、定期的な情報交換 
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年 度 開 催 地 

平成２５年度 愛知県岡崎市、福井県越前市、新潟県長岡市 

平成２６年度 岐阜県大垣市、長野県飯田市、石川県小松市 

平成２７年度 三重県伊勢市、静岡県沼津市、富山県射水市 

平成２８年度 愛知県一宮市、福井県敦賀市、新潟県上越市 

平成２９年度 岐阜県多治見市、長野県松本市、石川県金沢市 

中部地方支部合同防災訓練 

 （平成１８年度から実施、平成２０年度からは３ブロックで開催） 

日本水道協会を軸にした取り組み 
－訓練の実施 
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これまでの地震対策 

災害時に混乱しないよう、名古屋市単独
での地震対策だけでなく、大都市や日本
水道協会を軸にした体制の確立に向け
て、枠組みの面と実務の面から取り組ん
できた。 
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新たな視点での地震対策 
 

東日本大震災～熊本地震 
～南海トラフ巨大地震・首都直下地震に備えて 
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 平成26年2月～3月 被害想定公表 

 内閣府の想定をもとに市の詳細なデータを用いて想定 

過去の地震を考慮した最大クラス あらゆる可能性を考慮した最大クラス 

発生頻度 最大震度 

100～200年 6強 

発生頻度 最大震度 

1000年以上 7 

名古屋市の巨大地震被害想定 

水道断水率   ：約３０％ 
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①災害対応業務＋②通常業務=「優先実施業務」 

 ①災害対応業務 

    

 ②通常業務 

    

 ③休止業務 

    

大規模な地震が発生した場合・・・  

地震の発生によって新たに発生する業務 

通常業務のうち、災害時にも継続する業務 

通常業務のうち、災害時には休止する業務 

名古屋市上下水道局事業継続計画（地震対策編）－業務の分類 



36 

地域のみなさまとの協働－地下式給水栓アドバイザー制度 

 平成２７年１２月に緑区にて 

  講習会を実施 

 平成２９年度中に市内全区   

  で実施 

 ５８６人（平成２９年度末） 

■ 地域のみなさまの中で地下式給水栓の操作方法を    
  熟知した方をアドバイザーとして登録 
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防災週間：平成３０年８月３０日～９月５日 
各区総合防災訓練：９月２日（日） 

 
全１６区で地下式給水栓開設訓練実施 

地域のみなさまとの協働－地域で行われる訓練への参加 
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その他の対策 

通信手段の多系統化 
 

衛星携帯電話の配備（３７基※） 

 
ＭＣＡ無線の追加配備（８３基※ ） 

 

※ 平成２９年度末現在 
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○平成２８年４月１４日（木） ２１時２６分 前震発生 

   震源地：熊本県熊本地方 震源の深さ：１１㎞  

   マグニチュード：６．５ 

震度７ 熊本県  益城町 

震度６弱 熊本県  熊本市東区・西区・南区 他 

熊本地震 

○平成２８年４月１６日（土）  １時２５分 本震発生 
   震源地：熊本県熊本地方 震源の深さ：１２㎞  

   マグニチュード：７．３ 

震度７ 熊本県 益城町 西原村 

震度６強 熊本県  熊本市中央区・東区・西区 他  

震度６弱 熊本県 熊本市南区・北区 他 

○熊本市における上水道の主な被害 
・断水戸数     ：約３２６，０００世帯（全戸断水） 
・本管等の漏水件数 ：     ４４０件 
・給水管等の漏水件数：   ２，２１３件 

（出典）熊本市震災復興計画     熊本市  平成２８年１０月  
    熊本市上下水道局ホームページ（http://www.kumamoto-waterworks.jp/?waterworks_article=19355） 

http://www.kumamoto-waterworks.jp/?waterworks_article=19355
http://www.kumamoto-waterworks.jp/?waterworks_article=19355
http://www.kumamoto-waterworks.jp/?waterworks_article=19355
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熊本地震 

■応急給水 
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■漏水調査 

熊本地震 

■応急復旧 

■協議 
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熊本地震における日水協中部地方支部の応急活動 
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熊本地震応援活動の派遣者によるワークショップ 

 ねらい  応援活動の経験を今後の相互応援活動に反映 

 日 時  平成２８年１１月１８日（金）  

 参加者 応援活動において現地に派遣された職員 

       ：１４都市 ２５名 

 テーマ  熊本地震の応援活動の課題や教訓の整理 

       及び受援に必要な事項 

 被災地の正確な情報収集が必要であり、先遣隊の役割が重要 
 応援隊の調整業務の多くを熊本市が担っており、熊本市の負担が大き

かった。 
 中部地方支部による毎夕の応援隊ミーティングが情報共有に有効だっ

た。 
 応急活動は、地方支部単位で活動することが望ましい。 



44 

他都市応援受入れマニュアル（平成２８年度末策定） 
－受援時の組織体制 

指令室会議
市役所

上下水道部 指令室

水道応援本部（水道応援本部長を選任）

水道応援本部構成員

日水協中部
地方支部長

本市または代理都市
新潟市（補助）

応援幹事都市
（政令市）

京都市 ・ 横浜市

日水協本部

水
道
応
援
本
部
長

東部方面 水道現地本部
（東部管路センター）

応急給水

応急給水計画班
（営業所・管路C）

応急給水班（実施班）

応急復旧

調査班

応急復旧計画班

応急復旧班

水道現地本部長

連絡調整班

東部方面 水道現地応援本部代
表
例
（東
部
方
面
現
地
本
部
）

※水道応援本部は対象都市の調整隊で構成

営業所（千種・中・守山）

応急給水班 応急給水計画班（営業所）

「営業所応急給水計画班」は、災害時に
管路センターへ移動・統合し活動

給排水設備課
配水課

（取りまとめ）

経営企画課（連絡調整）

総務課

情報統括室

応急給水活動集約管路・断水被害集約
調査・復旧活動集約

基幹施設被害集約

浄水管理
調整室

水道計画課

中部地方支部の
被害情報集約

応援要請
協会本部連絡調整

応急給水隊

○○市

△△市

□□市

応急復旧隊

◎◎市

▽▽市

◇◇市

※原則、総括都市は地方支部長都市、
各水道応援隊は当該地方支部の都市とする。

応急給水総括都市※ 応急復旧総括都市※

広報サービス課

指令室構成員

議長 局 長

副議長 次長、本部長

各部長・参事

情報統括室課長級職員

指令室事務班

指令室広報班

連絡員

広報に関する情報集約

◆指揮命令系統を明確に
する組織体制  

 ・指令室・情報統括室 

 ・現地本部 

 

 

◆応援本部・現地応援本
部との情報共有 

  ・応援本部長を設定  

  



45 

他都市応援受入れマニュアル（平成２８年度末策定）－構成 

◆受援の流れを時系列で整理 

  ・応援要請から撤収まで 

 

◆分かりやすい表現 

  ・「誰が」「何をする」という簡 

   潔な表現 

  ・「解説」で用語や仕組みに 

   ついて補足説明 



46 

他都市応援受け入れマニュアル－検証 

 防災訓練での検証 

 意思決定する指令室と 

  情報を集約する情報統括室の設置 

 

 テレビ会議システムにより、 

  現地本部となる管路センターと 

  情報伝達 

 

 応援幹事都市である京都市、 

  横浜市、都市間協定に基づく 

  新潟市の指令室会議への 

  参加要請 
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■ 新潟市水道局との協定(平成２９年２月) 

 「災害時の相互応援及び災害対策の技術協力に関する協定」 

 他都市応援隊の取りまとめ 

 震度６弱以上の地震で、先遣隊を要請待たずに派遣可能 

 平成２９年度名古屋市、平成３０年度新潟市で 

  技術交流会を開催 

  平成３０年度には新潟市と名古屋市で人事交流 

協定等による応援 －新潟市 
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■ 横浜市水道局との協定(平成３０年１２月) 

 「地震等緊急時における相互応援に関する協定」 

 情報連絡調整担当水道事業体として、被害情報の集約、
連絡等の一元化 

 震度６強以上の地震で、先遣隊を要請待たずに派遣可能 

 災害対策に係る情報交換 

 それぞれが実施する防災訓練への相互参加 
 

 首都直下地震対処 

  大規模水道事業体 

  合同防災訓練でも反映 

※ 災害時における燃料供給の 

  相互協力に関する覚書（平成２４年度） 

   

 

 

協定等による応援 －横浜市 



49 

【設置訓練】 【仮設給水栓寄託式】 

名古屋市指定水道工事店協同組合に仮設給水栓１１２基を
寄託、震度６弱以上で要請待たずに開設 

  （２０８箇所の応急給水施設の内１０５箇所※） 
   ※平成２６年度より３２基寄託、平成２８年度に１１２基へ増加） 

その他、資器材提供、応急復旧を対象に各社・団体と締結 

  （６団体１６８社（平成２９年度末：上下水道局として）） 

協定等による応援 － 民間企業等 
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■ 東邦ガス㈱との協定(平成３０年２月) 

 迅速な災害復旧を行うための協
定 

 被害状況調査時等に発見した
水道、下水道、ガス施設等の異
常や災害時の復旧に係る計画
等の情報交換 

 重要路線等を除き、応急復旧に
限り相互の掘削立会いの効率
化 

 平常時の情報交換と教育、訓
練 

協定等による協力 －東邦ガス 

 「災害時における相互協力に関する協定」 
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日本水道協会を軸にした更なる取り組み 
－中部地方支部の特性 

■ 南海トラフ地震防災対策 

  推進地域の指定 

甚大な被害が 
広域に発生すると予想 

（出典）内閣府ホームページ（ http://www.bousai.go.jp/jishin/nankai/） 

       南海トラフ地震に係る地域指定 南海トラフ地震防災対策推進地域・南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域 
    より抜粋 

 地理的な特徴（県支部長都市） 

 日本海側 

   （福井市、金沢市、富山市、新潟市） 

  内陸    

    （長野市、 岐阜市） 

  太平洋側 

   （豊橋市、津市、静岡市） 
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各県支部長都市と県内代理都市（第１順位まで） 

県 
支部長 
都市 

県内代理 
都市 

県 
支部長 
都市 

県内代理
都市 

愛知県支部 豊橋市 豊田市 石川県支部 金沢市 小松市 

三重県支部 津 市 四日市市 富山県支部 富山市 高岡市 

静岡県支部 静岡市 浜松市 長野県支部 長野市 松本市 

岐阜県支部 岐阜市 大垣市 新潟県支部 新潟市 長岡市 

福井県支部 福井市 敦賀市 
  

県内でも同時被災した場合は？ 
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各県支部長都市と県外代理都市の設定 

被災支部長 県外代理都市 

愛知県支部長 
(豊橋市) 

福井県支部長(福井市) 

三重県支部長 
(津 市) 

石川県支部長(金沢市) 

静岡県支部長 
(静岡市) 

長野県支部長(長野市) 

岐阜県支部長 
(岐阜市) 

富山県支部長(富山市) 

福井県支部長 
(福井市) 

愛知県支部長(豊橋市) 

石川県支部長 
(金沢市) 

三重県支部長(津 市) 

富山県支部長 
(富山市) 

岐阜県支部長(岐阜市) 

長野県支部長 
(長野市) 

新潟県支部長(新潟市) 

新潟県支部長 
(新潟市) 

静岡県支部長(静岡市) 
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中部地方支部長代理都市の変更 

順位 支部長名 

第１順位 愛知県支部長(豊橋市) 

第２順位 三重県支部長(津 市) 

第３順位 静岡県支部長(静岡市) 

第４順位 岐阜県支部長(岐阜市) 

第５順位 福井県支部長(福井市) 

第６順位 石川県支部長(金沢市) 

第７順位 富山県支部長(富山市) 

第８順位 長野県支部長(長野市) 

第９順位 新潟県支部長(新潟市) 

支部長名 

新潟県支部長(新潟市) 
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 平成２９年度情報伝達訓練   
（平成３０年１月２４日）にあわせて
新潟市水道局と共同で訓練実施 

 
 中部地方支部長業務の補助を新潟

市水道局に依頼 
 新潟市水道局先遣隊の初動訓練 
 他の地方支部からの給水車を各県支

部へ差配協議 
 
 

 

訓練－中部地方支部相互応援協定の実効性向上へ 
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訓練－日本水道協会中部地方支部の取り組み 

 日本水道協会全国地震等緊急時訓練 
  【平成３０年度応援訓練】 

 平成３０年１１月６日（火）、７日（水） 
 ツインメッセ静岡・静岡市上下水道局庁舎 

 
 
 
 
 
 
 平成３０年度中部地方支部情報伝達訓練の実施（１月１６日） 
 

 応急給水の考え方の整理 
給水タンク車要請台数の基本的な考え方 
派遣される給水タンク車が不足する際の対策 

 
 平成３１年度から中部地方支部合同防災訓練の再開 
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訓練－名古屋市指定水道工事店協同組合との防災訓練 

 仮設給水栓設置訓練 
 １㎥タンク積載訓練 など 

 
 約３２０人参加 
  （平成２９年度開催時） 
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訓練－首都直下地震対処大規模水道合同防災訓練 

 平成３１年１月２２日（火） 
          ～２５日（金） 
 

被災事業体 応援事業体 
応援隊連携 

応急給水訓練 

横浜市 名古屋市 名古屋市 
静岡市、札幌市 
新潟市、浜松市 
横浜市   
市立みなと赤十字病院へ 

川崎市 静岡市、札幌市 － 
さいたま市 新潟市、浜松市 － 
東京都 仙台市、宇都宮市、 

茨城県、大阪市、 
堺市、岡山市 
広島市、北九州市、 
福岡市、熊本市 

仙台市、宇都宮市、 
茨城県、大阪市、 
堺市、岡山市、 
広島市 
神戸市 
東京都、千葉県   
都立広尾病院へ 

千葉県 神戸市 － 
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技術交流等－各都市との情報共有と協議 

 技術交流会 
 相互の都市の防災対策や 
  地勢、地形、施設などの把握・共有 
 交替で開催 

 

新潟市来名（平成２９年度） 京都市来名（平成３０年度） 

 大都市水道局大規模災害対策検討会（平成３０年度発足） 
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最近の連携－北陸地方寒波による凍結災害応援 

 平成３０年 

     １月～２月 

 
（左上）新潟市水道局内 

    打合せ状況 

        

（右上）新潟市内漏水調査状況  

      

（左下）佐渡市二宮配水池への 

    注水状況 

 

（右下）佐渡市内打合せ状況 
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最近の連携－平成３０年７月豪雨応援 

 岐阜県下呂市 

  ７月８日～１０日 

 
（左上）下呂市内打合せ状況 

（右上）給水タンク車から 

    浄水場への補水状況  

 

 広島県呉市 

  ７月１２日～１９日 
 

（左下）呉市上下水道局内での 

    打合せ状況 

（右下）社会福祉施設での 

    応急給水状況 
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災害応援派遣の振り返り 

 凍結災害応援 
暴風雪の視界不良及び雪道でのスリップの恐れ等、車

両運転リスクが大きい。 
給水タンク車の加圧給水用ポンプの凍結や雪かきが必

要であったことから、作業着手までに時間を要した。 
他都市応援隊の活動スペースが確保されており、応援

隊同士の情報共有はしやすかった。 
対策本部と現場との間の正確な情報共有が大切である。 
 

 豪雨災害応援 
県支部長都市における調整隊派遣の必要性 
原水が原因の場合、市民に危機感が伝わりにくく、広報

面で課題 
他地方支部の応援隊との情報共有、指揮系統の明確化 
被災事業体の情報共有が不足 
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災害応援派遣隊 

先遣隊 
（３） 

調整隊 
（３） 

応援隊 
（６） 

庶務・財務隊 
（２） 

調整隊 
（３） 

応援隊 
（６） 

庶務・財務隊 
（２） 

 被災状況確認 

 応援体制・規模の把握 

 現地調整 

 計画支援 

 応急給水 

 応急復旧 

 応援隊 

  後方支援 

第１次隊 第２次隊 

（ ）内は人数 
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新たな視点での地震対策 

災害対応業務への対応など、被災地は負担が増加す
るため、円滑に応援を受けることが重要 

 

その際、役割分担の明確化や情報共有を意識すべき 

 

広域災害への備えとして、地理的特徴、被害想定を踏
まえた応援体制の構築 

 

訓練で得られた知見を実効性の向上へ 

 

関係者同士での交流を深める 
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いざという時に備えて 
 

住民のみなさまへ 
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確認①－お近くの応急給水施設・地下式給水栓 

http://www.water.city.nagoya.jp
/subsys/emergency/     

 

名古屋 災害 役立つ施設 検索 

確認②－お近くの下水道直結式仮設トイレ用マンホール 

©Ｇｏｏｇｌｅ 
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【局公式ＨＰ】災害時に役立つ施設の検索 

●応急給水施設 

●地下式給水栓 

●下水道直結式仮設     

 トイレ用マンホール 

 の位置が分かります。 
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【局公式ＨＰ】災害時に役立つ施設の検索 

【QRコードイメージ】 
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確認③－飲料水の備蓄 

1人１日３㍑の3日分以上の備蓄をお願いします。 
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水の備蓄啓発－災害用備蓄飲料水「名水」販売 

 保存期間：５年間 

 内容量：４７５ｍｌ×２４本入り 

 一箱２，０００円（割引制度有） 

 平成３１年３月まで販売中 

お申し込みは、お客さまセンター：０５２－８８４－５９５９へ 

一箱購入していただくことで、 
1人１日３㍑の3日分以上の備蓄が可能です。 
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確認④－水道の「元栓」の位置 
水道の「元栓」の位置を確認しましょう！ 

大地震が起きたとき、自宅の給水管から漏水した場合や、 
避難所に行く場合は、水道の「元栓」を閉めて下さい。 



72 

さいごに 

災害発生時には、 
 速やかな機能回復を第一に、必要な応援を受け

入れる。 

 継続する業務、発生する業務において、誰が何を
するか、役割分担を明確にする。 

 応援隊を含めて組織内の情報共有に努める。 

 

そのためには、 
 訓練やシミュレーションで発災時のイメージトレー

ニングを行う。 

 お互い顔が見える関係をつくる。 


